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【内容要旨】（1,200字以内） 

 医薬品のリスクを最小化するためには、医療現場においては、迅速かつ広範

囲な安全性情報収集と、その情報を活用し実際の医療行為に反映させていくこ

とが重要である。 

 今回、全国の病院を対象に製薬企業の情報提供及び医療機関での入手・伝達

・活用状況を把握するための調査Ⅰ、製薬企業の医療機関に対する情報提供実

施状況についての調査Ⅱ、国立病院機構東京医療センターに対する製薬企業の

情報提供状況についての調査Ⅲ、医療機関での院外採用薬数や院外採用薬の安

全性情報の入手・管理の状況等についての調査Ⅳを実施した。 

 その結果、調査Ⅰでは、病院で積極的に活用している情報源は、多い順から

「MR」、「DSU」、「企業のダイレクトメール」、「医薬品・医療機器等安全性情報」、

「PMDAのホームページ」、「PMDAメディナビ」であった。また、院外採用の

場合、調査対象医薬品の安全性情報を 6.9～20.7%の施設が未入手であり、調査

Ⅳから、特に院外採用の施設で未入手と回答した施設では、自ら積極的に情報

を入手する姿勢に乏しいことが明らかとなった。これらは、調査Ⅱの結果、製

薬企業は納入実績に基づき情報提供の対象施設を選定しているとの回答を得た



ことで裏付けされた。さらに、調査Ⅲの東京医療センターへの製薬企業の情報

提供状況からも院外採用の場合、製薬企業から情報提供されることが少ないこ

とが明らかとなった。製薬企業側のよりきめ細やかな情報提供と医療機関側の

受け身でなく幅広く情報を収集する体制整備が必要と考える。 

 また、調査Ⅳから、院外採用薬を処方可能な施設の 59.8%は院外採用薬につ

いて院内採用薬と同等の十分な安全性情報の管理ができていなかった。その理

由として、院外採用薬の情報管理を院外の保険薬局に任せているためとの回答

が最も多かったことから、今後さらなる保険薬局の積極的な対応と医療機関と

の連携が必要である。 

 さらに、調査Ⅰ及び調査Ⅳの調査から、医薬品のリスクに応じた様々な対策

を講じていたこと、結果として医師の意識に変化を与えたことが明らかとなっ

たが、その一方で「特に措置を講じなかった」との回答が院外採用の施設で多

かった。 

 医療機関内において情報を単に提供するだけなく効果的に活用されるために

は、リスクに応じた様々な対策を継続的に実施することが重要である。また、

病院の院外採用薬が増加傾向にある状況では、院外処方された場合でも院内処

方と同様の安全対策が講じられるよう工夫することが必要である。したがって、

製薬企業、規制当局は適切な情報提供に努力するとともに、医療機関側は情報

の収集・伝達・活用する体制を強化し、また、病院・診療所と薬局との連携を

一層強化することが医薬品のリスクを最小化するための課題と考えられる。 




